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







マスクの隙間から
空気がもれないよ
う鼻と口を覆うよう
に着用しましょう

マスクにはウイルス等
がついている可能性
があるため、紐をもっ
てそっと外しましょう
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★ノーズワイヤーが上に来るように装着
★マスクの裏表が包装紙に明記されている場合は、

指示に従って適切に装着

手袋をはずします。1 2 3 外側の面が内側に

なるようにしてたたん

で捨てます。

外側の面に触れな

いようしてそっと外し

ましょう

手袋の外側を引っ張り上げ、
片方の手袋を脱ぎます

そのまま、手や腕に触
れないように脱ぎます

脱いだ手袋は、もう
片方の手で握ります

手袋を脱いだ手で、もう片方の手袋
の内側を持ち上げます。外側の汚れ
た部分に触れないよう注意します

汚れた側が内側になる
ように、外します

1 2 3 4 5
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ガウン

体液、嘔吐物、
排泄物等を扱うとき

状況に応じて、適切に選択し、組み合わせて使用します。
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ゾーニング（区域を分ける）ゾーニング（区域を分ける）個室へ避難









4



出典：宮城県感染制御支援チーム、仙台市感染制御支援チーム資料より一部改変
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施設内の勤務調整 法人内での人員確保 都道府県へ応援職員の依頼

＜参考：優先業務の考え方の例＞
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健康状態の
異常を発見した場合 速やかに、医師等に報告

新型コロナウイルス感染症の患
者は、状態が急変する可能性が
あることに十分留意しましょう

8

部屋
発熱

（体温） （吐気 ）
呼吸状態 酸素飽和度

腹痛
咽頭 痛
鼻水

発疹
味覚・ 嗅 覚
の有無

その他 備考

利用者の健康状態の記録（書式例）
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



（参考）
・ (COVID-19) 第4.2版

○ 施設等で感染が発生した際の迅速な
… ゾーニング、検体採取、PPEの着脱方法 等

○ 施設における本部の運営等の
○
○ 関係機関、地域との
○
■ 医療従事者等の確保に係る調整、メンタルヘルスケア
■ PPE等の物資の在庫管理・確保
■ 新規感染者の搬送・入院調整や、病状変化等に応じた転院調整

DMAT DPAT
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必ず手洗い
手指消毒

必ず手洗い
手指消毒

個人防護具
の着用

ケアの実施

＜参考＞

you tube MHLW
https://www.youtube.com/playlist?list=PLMG33RKISnWj_HIGPFEBEiyWloHZGHxCc

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/
kaigo_koureisha/kansentaisaku_00001.html

> > > > >
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https://www.youtube.com/playlist?list=PLMG33RKISnWj_HIGPFEBEiyWloHZGHxCc
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/


清掃前・清掃後 清掃中
換気

手袋、マスク、ガウンを着用

手すり・ドアノブ椅子やテーブル
電気のスイッチや

エレベーターのボタン

＜特に丁寧に清掃を行う必要のある場所＞
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１．マスク、手袋、ガウンを着用して取り除く

２．消毒用エタノールや汚染物に応じた適切な濃度の次亜塩素酸ナトリウム
液等で消毒をする

３．湿式清掃し、乾燥させる

４．使用したペーパータオルなどが入ったビニール袋は、密閉して廃棄する

食器・箸など 廃棄物 リネンや衣類
など

食器用洗剤で洗浄
消毒（熱水(80℃・10分間)

洗浄含む）

感染防止対策を講じて排出
廃棄容器の表面は
アルコールで消毒
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○ 施設等で感染が発生した際の迅速な
… ゾーニング、検体採取、PPEの着脱方法 等

○ 施設における本部の運営等の
○
○ 関係機関、地域との
○
■ 医療従事者等の確保に係る調整、メンタルヘルスケア
■ PPE等の物資の在庫管理・確保
■ 新規感染者の搬送・入院調整や、病状変化等に応じた転院調整

○ 早期の電話等による相談
○ 必要に応じた専門家等の派遣

●専門家による相談対応
●必要な人材の派遣 等

感染拡大の兆し

●研修の実施
●要請に基づく人材の派遣

■感染症対策専門家派
遣等事業

■DMAT・DPAT等医療
チーム派遣事業 等

■日本環境感染学会・日本感染症
学会等の所属医師、看護師

■ICT看護師・医師
■FETP

■DMAT・DPAT、災害医療コーディ
ネート研修修了者 等

※介護職員等の不足が見込まれる場合の応援職員の派遣
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https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000757739.pdf https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000757740.pdf

＜サポートガイド＞ ＜リーフレット＞
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関係機関

1 1

家族等








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高齢者施設等における感染制御・業務継続の支援のための体制整備等について

○ 年末年始以降の感染拡大により、医療提供体制の負荷が高まっており、高齢者施設でのクラスター発生事例も増加が継続。
こうした状況を踏まえ、高齢者施設等における感染抑止や、感染発生時の早期収束のために、以下の取組を進めていくことが重要。

１．高齢者施設等における感染状況の調査・感染制御・業務継続に係る体制の整備（支援チームの編成 等）
… 各都道府県において、感染が一例でも確認された場合に、以下の人材で構成された支援チームによる相談や応援派遣を早期に行える体制を確保する。

■ ゾーニング等の感染管理を行う“ICTの技能を保有した看護師･医師”等や、調査・対策の支援を行う“FETP”
■ 調整本部のマネジメントや、施設機能の維持に係る支援を行う”DMAT・DPAT”、災害医療コーディネート研修修了者 等
→3月末までのチーム編成を目標として検討を要請
※ 都道府県におけるチーム編成の実践例：千葉県、愛知県、岡山県 （実践例を収集し横展開）

２．チームの編成・レベルアップに必要な研修の実施、各種支援策の活用による人材の確保
… 厚生労働省 新型コロナウイルス感染症対策推進本部 地域支援班・クラスター対策班等と連携し、上記のようなチームの編成・レベルアップ等に向けて、

必要な研修の実施や、緊急包括支援交付金の活用による人材の確保に向けた準備を行う。

《感染制御・業務継続支援チーム》

○ 施設等で感染が発生した際の迅速な感染管理
… ゾーニング、検体採取、PPEの着脱方法 等

○ 施設における本部の運営等のマネジメント支援
○ 情報管理の支援
○ 関係機関、地域とのコミュニケーション支援
○ 施設機能の維持のための支援
■ 医療従事者等の確保に係る調整、メンタルヘルスケア
■ PPE等の物資の在庫管理・確保
■ 新規感染者の搬送・入院調整や、病状変化等に応じた転院調整都道府県

厚生労働省

【感染を確認した場合の対応】
○ 早期の電話等による相談
○ 必要に応じた専門家等の派遣

⇒ 迅速な感染制御／施設機能の維持

【感染拡大時の対応】
●専門家による相談対応
●必要な人材の派遣 等

医療機関

高齢者施設等

感染拡大の兆し

【チームの立上げ支援】
●研修の実施
●要請に基づく人材の派遣

○必要な人材・物資の確保

○入院・搬送調整、転院調整

緊急包括交付金
■感染症対策専門家派

遣等事業
■DMAT・DPAT等医療

チーム派遣事業 等

○ 都道府県内の医療機関

《感染制御》
■日本環境感染学会・日本感染症

学会等の所属医師、看護師
■ICT看護師・医師
■FETP

《業務継続支援》
■DMAT・DPAT、災害医療コーディ

ネート研修修了者 等

※介護職員等の不足が見込まれる場合の応援職員の派遣
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都
道
府
県

介護保険施設等
の関係団体

コーディネーター
（全国に配置）

協力施設

協力施設

感染者発生
施設

応援可能な
職員登録

厚生労働省

関係団体
全国本部

応援可能な
職員登録

財政支援

連携

連携・調整

連携

連携

物資供給

職員派遣

職員派遣

専門家派遣

○全国の都道府県ごとに、介護保険施設等の関係団体にコーディネーターを配置。
○あらかじめ応援可能な職員登録を行う等、平時から、サービス提供者を確保・派遣するスキームを構築。
○感染者等が発生した場合は、速やかに応援職員を派遣。
○都道府県は、必要な物資の供給や専門家を派遣。

職員不足

緊急時等に備えた平時からの応援体制の構築 別添４



２ 緊急時介護人材応援派遣に係るコーディネート事業
都道府県において、平時から都道府県単位の介護保険施設等の関係団体等と連携・調整し、緊急時に備えた応援体制を構築す

るとともに、介護サービス事業所・施設等で新型コロナウイルスの感染者が発生した場合などに、地域の他の介護サービス事業
所・施設等と連携して当該事業所・施設等に対する支援を実施するために必要な経費を補助する。

新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業
＜地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）＞ 令和３年度予算：137億円の内数

１ 緊急時介護人材確保・職場環境復旧等支援事業
介護サービスは、要介護高齢者等やその家族の日常生活の維持にとって必要不可欠なものであるため、
・新型コロナウイルス感染症の感染等によりサービス提供に必要な職員が不足した場合でもサービスの継続が求められること
・高齢者の密集を避けるため通所サービスが通常の形で実施できない場合でも代替サービスの提供が求められること

から、新型コロナウイルス感染による緊急時のサービス提供に必要な介護人材を確保するとともに、介護に従事する者が安心・
安全に業務を行うことができるよう感染症が発生した施設等の職場環境の復旧・改善を支援する。

【助成対象事業所】
①新型コロナウイルス感染者が発生又は濃厚接触者に対応した介護サービス事業所・施設等
※休業要請を受けた事業所を含む

②新型コロナウイルス感染症の流行に伴い居宅でサービスを提供する通所系サービス事業所
③感染者が発生した施設等の利用者の受け入れ及び応援職員の派遣を行う事業所【連携支援】

【 対 象 経 費 】
通常の介護サービスの提供では想定されないかかり増し費用を助成
①緊急時の介護人材確保に係る費用
・職員の感染等による人員不足、通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保等の費用

②職場環境の復旧・環境整備に係る費用
・介護サービス事業所・施設等の消毒、清掃費用、通所系サービスの代替サービス提供に伴う初動費用等

③連携により緊急時の人材確保支援を行うための費用
・感染が発生した施設等への介護人材の応援派遣等に伴う費用

【 対 象 経 費 】
都道府県や介護サービス事業所との連絡調整等に要する費用

都道府県（実施主体）

国

施設、事業所等

※令和３年度までの実施

別添５



 
事 務 連 絡 

令和３年４月 30 日 

 

地方厚生（支）局医療課 

都道府県民生主管部（局） 

 国民健康保険主管課（部） 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部） 
 

 

厚生労働省保険局医療課 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その43） 

 

 

新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、臨時的な診療報酬の取扱いにつ

いて別添のとおり取りまとめたので、その取扱いに遺漏のないよう、貴管下の保険医療機関

に対し周知徹底を図られたい。 

 

以上

御中 

別添６
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（別添） 

問１ 介護医療院又は介護老人保健施設（以下、「介護医療院等」という。）若しくは地域

密着型介護老人福祉施設又は介護老人福祉施設（以下、「介護老人福祉施設」という。）

に入所する者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合であって、病床ひっ迫時に、

やむを得ず当該施設内での入所を継続し療養を行う場合について、当該患者又はその看

護に当たっている者からの新型コロナウイルス感染症に関連した訴えにより、緊急に求

められ、医師が速やかに往診しなければならないと判断し、介護老人福祉施設の配置医

師又は介護医療院等の併設保険医療機関の医師がこれを行った場合、緊急往診加算は算

定できるか。 

（答）初・再診料、往診料は、別に算定できない（介護医療院に入所する者に対し併設保険

医療機関の医師が往診した場合であって、介護医療院サービス費のうち他科受診時費用

を算定した場合においては、往診料は別に算定できない。）が、緊急往診加算は算定で

きる。 

 

問２ 介護医療院等又は介護老人福祉施設に入所する者が新型コロナウイルス感染症に感

染した場合であって、病床ひっ迫時に、やむを得ず当該施設内での入所を継続し療養を

行う場合について、必要な感染予防策を講じた上で、介護老人福祉施設の配置医師又は

介護医療院等の併設保険医療機関の医師が往診等を実施する場合、院内トリアージ実施

料を算定できるか。 

（答）初・再診料、往診料等は別に算定できない（介護医療院に入所する者に対し併設保険

医療機関の医師が往診した場合であって、介護医療院サービス費のうち他科受診時費用

を算定した場合においては、往診料は別に算定できない。）が、院内トリアージ実施料

は算定できる。なお、必要な感染予防策については、「新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）診療の手引き」に従い、院内感染防止等に留意した対応を行うこと。 

 

問３ 介護医療院等又は介護老人福祉施設に入所する者が新型コロナウイルス感染症に感

染した場合であって、病床ひっ迫時に、やむを得ず当該施設内での入所を継続し療養を

行う場合について、介護老人福祉施設の配置医師又は介護医療院等の併設保険医療機関

若しくは併設保険医療機関以外の保険医療機関の医師が酸素療法に関する指導管理を

行った場合、在宅酸素療法指導管理料２「その他の場合」（2,400 点）を算定できるか。 

（答）算定可。ただし、当該管理料は複数の保険医療機関が当該患者に対して診療を行って

いる場合であっても、当該患者に対して主として診療を行っている保険医が属する１つ

の保険医療機関において算定する。なお、在宅療養指導管理材料加算については、要件

を満たせば従来通り算定できる。 

 

 




